
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３ 

 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

 

事業番号 ★D17－5－7 

要綱上の 

事業名称 
（39） 地域振興・産業誘致に向けた調査事業 

細要素事業名 閖上東地区産業誘致のための意向確認等調査委託業務 

全体事業費 ７，４２０，０００円 

【事業内容】 

災害危険区域に指定した閖上東地区では土地区画整理事業により土地を集約整序し、地域産業

の再生及び新たな産業の誘致を目指し、産業用地として整備していく。 

平成２８年度にアンケート調査を実施、進出意向のある事業者の抽出を行い、意欲のある事業

者とは継続的に協議している。また、平成２９年度中には、一部区画の公募を行い、立地協定を

締結する予定としている。 

平成３０年度より順次、土地の造成が完了することから、本格的に公募を行う予定であり、同

時に、前回の対象とは重複しない事業者へ周知を兼ねたアンケート調査を行い、進出意向のある

個別事業者ヒアリングを実施、企業立地に至るまでのコーディネートを行うものである。 

 

【基幹事業との関連性】 

土地区画整理事業で整序された土地に企業が進出することで、被災者の働く場の創出や賑わい

づくりにつながり、基幹事業の実施効果を促進する。 

 

【事業年度】 平成 30年度 

 

【平成 30年度業務内容】 

①事業者アンケート調査 

②事業者ヒアリング（進出可能性のある１０社程度想定） 

③産業用地の公募に係る支援 

④不動産鑑定評価 

 

【事業費計】 

平成２８年度    １０，８００千円（★D23-4-2） 

平成２９年度     ５，０００千円（★D23-4-2） 

平成３０年度     ７，４２０千円 

 

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。 

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、 

  全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。 

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 


